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されることが挙げられる（図─1）．

3──駅構内の混雑の状況分析

3.1  実態調査方法

駅構内で混雑が発生するボトルネック

箇所は，ホーム，コンコースの昇降施設

（階段，エスカレーター）や改札等の様々

な箇所で発生している．本研究では，上

記のうち，最も混雑が激しい場合が多く，

また，旅客の安全性の観点から最も注視

すべき箇所として，ホームの昇降施設での

降車客の旅客流動を対象に，①駅構内

の混雑の実態，②次の列車が開扉するま

でに，前の列車の降車客による滞留が解

消していない場合（旅客の捌け残しが発

生している場合），どのような現象が生じ

るのか，③また，駅施設が旅客流動の増

加にどこまで耐えられるのかに着目した．

上記の着目点に対し，現行の駅施設

の設計容量は，鉄道事業者が独自に基

準を設けており，設計容量に大きな差異

都市開発と駅整備の整合性に関する研究

容積との整合性の問題，また，整合性を

担保する観点では，交通アセスメントで

鉄道が対象外であること，駅施設が旅

客流動の増加にどこまで耐えられるの

かについて，曖昧で把握されていない

こと，都市側と鉄道側で混雑対策を協

議する枠組みがないことが挙げられる．

一方，事業制度の問題点として，都市開

発に対応して駅改良を実施する際，これ

を支援する事業制度が，地下駅に限定
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■ 講演の概要

1──はじめに

近年，東京の都心駅周辺で急速に都市

開発が進展し，これにより，鉄道駅で激し

い混雑が見られるようになった．しかし，

上記の駅周辺での都市開発の進展は，駅

施設に急激な負荷をかけることとなるが，

課題解決に向けた研究・調査は，これま

で十分になされてこなかった．そこで本研

究では，上記の駅の混雑問題への対応と

して，駅構内の激しい混雑の実態を明ら

かにするとともに，激しい駅の混雑を防ぐ

ための改善方策のあり方を提案する．

なお本概要では，第113回運輸政策

コロキウムで新規に発表した内容を中

心に報告する．

2──都心駅で激しい混雑が発生する要因

都心駅で激しい混雑が発生する要因

として，現行制度（計画・事業制度）の中

にあると考える．具体的には，計画制度

の問題点として，建築物の床面積と駅の

講師：森田泰智

駅改良が後追い

 ●交通アセスメント※2

・鉄道は対象外

・駅施設が，旅客流動の増加に

　どこまで耐えられるか？

→曖昧で把握されていない

 ●都市側と鉄道側で混雑対策を

　協議する枠組みがない

 ●駅の混雑対策を目的とした

　駅改良を支援する事業制度

→地下駅に限定

交通面
の対処

※2 交通アセスメント：交通施設に負荷がかかる→都市開発に対応して交通施設を整備

都心部で建築物の床面積が急増

 ●容積率規制※1：

①緩やかな規制

②鉄道は対象外

 ●様々な規制の緩和制度

 ●都心部の再開発（都心回帰）

＋都市再生特別措置法の制定等

　による都市計画規制の緩和

都心駅周辺で，急速な都市開発

2000年に入り

※1 容積率規制：道路等の公共施設の処理能力と建築物の容積とのバランスをとる

都心駅で激しい混雑が発生

■図―1　都心駅で激しい混雑が発生する要因
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が見られる．また，駅施設は，ピーク30

分間の平均1列車の交通量を対象に，次

の列車の開扉までに，余裕をもって旅客

を捌けるかに着目し，設計容量が算出さ

れる．しかし，現実には，時間帯で交通

量に大きな差が見られ，旅客の捌け残し

が発生する可能性がある．また，旅客の

捌け残しが及ぼす影響は明らかにされ

ておらず，上記を分析するためには，列

車単位で，開扉～次の列車の開扉まで

の駅施設で刻 と々変化する旅客の捌け

方を秒単位で分析する必要があるが，従

来では，分単位の交通量しか把握され

ず，計測は困難であった．そこで，これま

で把握が困難であった駅施設で刻 と々

変化する旅客の捌け方を秒単位かつ任

意箇所で計測するために，携帯電話を用

いた旅客流動計測システムを開発した．

3.2  駅構内の混雑の状況分析

上記システムを用いて，駅構内の混雑

の実態調査を行った結果，以下の現象

が明らかになった．①次の列車が開扉

するまでに，前の列車の降車客による滞

留が解消していない場合，旅客の捌け

残しと昇降施設の処理能力低下（歩行

速度低下）により，昇降施設を通過する

までの時間が増加する．この現象は，コ

ンコースや出入口の昇降施設等の他の

箇所でも発生し，これらが複合して，出

口までの総移動時間が増加する．②同

様に，前の列車の旅客の捌け残しが繰

り越されるとともに，昇降施設の処理能

力低下により，捌け残しが拡大すること

となる（図─2）．③また，1列車からの降

車客数の大小に関わらず，渋滞発生時

の交通流率（単位時間当たり旅客流動）

は変わらず，渋滞発生時間の長さが変

化する．

4──駅施設の最大捌け人数の検討

4.1  駅施設の最大捌け人数の意義と算定方法

4.1.1  駅施設の最大捌け人数の意義

前章を踏まえ，駅施設の最大捌け人

数（駅施設が旅客流動の増加にどこま

で耐えられるのか）の意義として，以下を

考える．

①従来，駅施設は，ピーク30分間の

平均1列車の交通量を余裕をもって捌

けるかに着目し，設計される．しかし，細

かく1列車毎に降車客の旅客流動を見

ると，旅客の捌け残しが発生する可能性

があり，上記より，駅施設の処理能力低

下や旅客の捌け残しが拡大し，これが続

くと，ホーム上の旅客の安全性，列車遅

延の問題が生じる．

②また，交通施設の設計容量の考え

方として，道路では，経済性も考慮し，30

番目時間交通量で施設容量を決めてい

る．一方，鉄道では，駅施設の容量が不

足すると，昇降施設や改札前での過剰

混雑や旅客のホームからの転落等の危

険性が高まる．そのため，人の命に関わ

るため，ピーク時の限界容量を設定する

必要がある．

以上より，次の列車の開扉前に前の列

車の全旅客を捌く（旅客の捌け残しを残

さない）という視点（最大捌け人数以内に

抑えること）が重要である．

なお本研究では，ホームの昇降施設

における降車客の旅客流動を調査対象

とし，コンコースや出入口の昇降施設は

対象としていないが，降車からコンコー

ス・出入口の昇降施設までの到達時間

を考え，ホームの昇降施設と同様な考

えが当てはまると考える．

4.1.2  駅施設の最大捌け人数の算定方法

次に，駅施設の最大捌け人数の算定

方法について，階段を例に説明する．交

通量の大小に関わらず，渋滞発生時の

交通流率は同じとなり，渋滞発生時間の

長さだけが変化する結果を踏まえ，図─

3の薄灰色の箇所を最大捌け人数の余

裕量と定義する．開扉から次の列車の

開扉までの1サイクルにおける，濃灰色

の実交通量と薄灰色の最大捌け人数の

余裕量の和を最大捌け人数と設定する．

時刻

旅客流動 開扉 開扉

同一の運行間隔・交通量の列車が続いた場合

伝播伝播
捌け残しが拡大

処理能力が低下（歩行速度が低下）処理能力が低下（歩行速度が低下）

捌け残し捌け残し
伝播

処理能力が低下（歩行速度が低下）

捌け残し

旅客の捌け残し＋階段の処理能力低下（歩行速度低下）により，
●捌け残しが拡大
●出口までの移動時間が増加

階段を通過するまでの時間が増加

階段を通過する
までの時間

■図―2　降車客の捌け残しの拡大（階段）

時刻

旅客流動 開扉

最大捌け人数の
余裕量

余裕時間

※　乗車用階段を通過する旅客を除く
※※　余裕時間：開扉～階段までの到達時間を含む

渋滞発生時の旅客流動

→交通流率は変わらず，渋滞発生時間の
　長さが変化

渋滞発生時の旅客流動が，さらに余裕時間
続くと仮定

＋ の和：最大捌け人数（人/列車）

の和：実交通量（人/列車）

一定

■図―3　階段の最大捌け人数の算定方法
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一方，エスカレーターについては，左

側は，階段と同様な最大捌け人数の考

え方をとる．右側は，人が立ち止り，処

理能力が低下する箇所（欠損部）の発生

確率，欠損交通量を実績から算出する．

この欠損交通量による平均欠損交通量

とその発生確率を用いて，最大捌け人数

の余裕量を修正する（図─4）．

4.2  駅施設の最大捌け人数の検討

上記設定の下，運行間隔・階段幅員に

よって，最大捌け人数がどれくらい変化

するのかに着目し，検討を行った．

運行間隔による昇降施設の最大捌け

人数の変化を分析した結果，線形回帰

となり，渋滞発生時の旅客流動が，さら

に余裕時間続くという仮説が確認でき

た．また，幅員による階段の最大捌け人

数の変化を分析した結果，幅員が増加

するにつれて，最大捌け人数が階段状に

増加する現象が明らかになった．これに

より，従来の駅施設設計の視点（幅員に

比例して施設容量が増加する）は，実現

象と異なることを明らかにした．

なお，複数の運行間隔に対応した最

大捌け人数算出の回帰式により，任意の

運行間隔，幅員に対応した最大捌け人

数の算出が可能である（図─5）．

5──都市開発の規模と駅の最大捌け人

数との関係の分析

5.1  駅の最大捌け人数の把握

隣接地区で大規模都市開発が予定さ

れるある都心駅を対象に，駅施設また

は駅の最大捌け人数の把握方法を説明

する．同駅は，乗降人員が約85,900人/

日であり，同地区は，アジアヘッドクォー

ター特区に指定されたため，容積率が

大幅に緩和されるとともに，駅東側の広

範囲で大規模開発（開発区域約15ha）

が予定され，超高層ビルが林立すること

が予想される．そのため，各昇降施設

で，乗降人員が急増すると予想される．

本研究では，駅全体を見渡し，最混雑箇

所に着目し，その旅客流動を見ることと

する．

まず，最混雑箇所における最混雑列

車の旅客流動に着目し，その列車にお

ける実交通量と最大捌け人数を算出す

る．図─6の上図は，前章の分析を踏ま

え，階段幅員に対応した最大捌け人数

を回帰式から推計したものである．一

方，中図は，これまでと同様に，実績値か

ら最大捌け人数を推計したものである

が，両方の推計結果に差がないことが

見てとれる．そのため，これまでの分析

のように，旅客流動を秒単位で計測し，

これから最大捌け人数を算出しなくて

も，一般化した回帰式から最大捌け人数

の推計が可能である．

次に，駅施設として，どこまで旅客流

動の増加を許容するのかについては，

現状の時間帯別旅客流動の比率のま

ま，乗降人員が増加すると仮定し，旅客

の捌け残しを残さない観点で，「最混雑

時（列車）に，最大捌け人数まで旅客流

動の増加を許容する」と考える．以上を

踏まえ，降車人員に，最混雑列車の最大

捌け人数と実交通量の比率をかけ合わ

せることで，どれくらいの乗降人員であ

れば，駅施設として許容できるのかや，

処理余力を算出する（図─6の下図）．

同様に，図─7は，他の駅施設につい

ても，あと余力がどれくらいあるのかを

算出したものであるが，予め，このような

情報を把握しておくことが重要である．

そして，駅として，どこまで旅客流動の増

加を許容するのかについては，最混雑

箇所に着目し，その最混雑列車で最大捌

け人数まで許容すると考える．以上を踏

まえ，駅の乗降人員に最混雑列車の最

大捌け人数と実交通量の比率をかけ合
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左側

時刻

開扉旅客流動

渋滞発生時の
旅客流動が続く

余裕時間

開扉旅客流動

余裕時間

欠損部欠損部欠損部

右側

欠損部の発生確率，欠損交通量を
実績から算出し，確率的に与える

渋滞発生時の
旅客流動が続く

時刻

■図―4　エスカレーターの最大捌け人数の算定方法
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■図―5　階段幅員による最大捌け人数の変化
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わせ，駅が許容できる交通量を算出す

る．これを駅の最大捌け人数と定義す

る．その結果，同駅における駅の最大捌

け人数は，約97,100人/日であり，比較的

小規模な駅であると言える．

5.2  大規模開発に伴う駅への影響の評価

次に，過去に実施された大規模開発

のうち，ケーススタディと置かれている状

況が近い事例として，品川駅東口再開発

事業に着目し，開発地区で，同事業と同

規模の開発が実施されたと仮定し，開

発に伴う乗降人員の増加を把握する．

具体的には，ケース1として，大規模開発

マニュアルを用いて，駅の乗降人員の増

加を予測する方法，またケース2として，

品川駅東口再開発事業と同じ乗降人員

の増加が見られると仮定した場合を算

出した．次に，駅が許容できる乗降人員

の増加（駅の最大捌け人数－現況の乗

降人員）と開発に伴う乗降人員の増加を

比較し，現況の駅施設で許容できる開

発規模は，どれくらいなのかを算出した．

まず，ケース1は，図─8の上図のよう

に，現況の乗降人員に開発に伴い増加

する乗降人員を足し合わせ，これと駅の

最大捌け人数を比較する方法を考える．

大規模開発マニュアルは，長年にわたり，

大規模開発に伴い発生する発生集中交

通量を調査し，これをマニュアルに反映

し，現在では，開発に伴う交通影響を予

測する方法として，一般的に用いられてい

る．しかし，従来では，推計された発生

集中交通量を自動車に割り振り，開発周

辺の道路に与える影響の検討が主に行

われ，鉄道については，駅へ向かう歩道

等の処理能力との関係は検討するもの

の，駅施設については，具体的に検討対

象として明記されていない．そこで本研

究では，同マニュアルを用いて発生集中

交通量を推計し，この内，鉄道に割り振

られた発生集中交通量を用いることで，

将来，当該駅の乗降人員がどこまで増加

する可能性があるのかを予測した（図─

8の下図）．その結果，約248,200人/日も

増加する可能性があると予測され，駅が

許容できる乗降人員の増加約11,200

（＝97,100－85,900）人/日を大幅に超え

ることが予想される．

また，ケース2として，品川駅東口再開

発事業実施による乗降人員の増加実績

も見ると，同事業が行われた前後の

1997年と2005年の乗降人員の差は，

約17万人/日であった（同事業の各開発

ビルの竣工時期1998年～2004年）．な

お，一般に，開発の竣工から需要の定着

までに，数年がかかる可能性があるた

め，実際には，開発に伴う乗降人員の増

加効果は，17万人以上の可能性がある．

そのため，この数値は固めの数字であ

回帰式から推計
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y＝613.1x－767.2

最大捌け人数の推計値
（幅員1.67m）
　＝613.1×1.67－767.2
　＝257人→260人

開扉

渋滞発生時の
旅客流動が続く

旅客流動

時刻余裕時間余裕時間
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開扉

開扉開扉

実績値から推計

余裕時間
余裕時間
15秒

開扉

最混雑列車
に着目

の和

実交通量
：231人
　→230 人

＋ の和

最大捌け人数
：261人
　→260人

運行間隔
140秒

0
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8：40 9：008：508：308：208：108：00

旅客流動（人/分）
最混雑箇所

最混雑列車
に着目

開扉旅客流動

時刻

ここまでに
抑える

の和：実交通量＝230人

＋ の和：最大捌け人数＝260人

着目箇所の最大捌け人数
（人/ピーク1時間）
＝降車人数×260/230
＝2,800×260/230
＝3,170 人/ピーク1時間

現状の時間帯別旅客流動の
比率のまま，増加すると仮定

着目箇所の処理余力
＝最大捌け人数－降車人数
＝3,170－2,800＝370（人/ピーク1時間）

最混雑列車の降車人数/最大捌け人数の比率
＝最混雑箇所：2,800/3,170＝88%

上記より，駅施設が許容できる乗降人員や余力を算出

■図―6　駅施設の最大捌け人数の把握
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ると考える．

以上より，駅が許容できる乗降人員の

増加は，約1万人/日であるのに対し，開

発に伴う乗降人員の増加は，ケース1は

約25万人/日，ケース2は約17万人/日で

あり，現況の駅施設で許容できる開発規

模は，ケース1は5％，ケース2は7％しか

なく，小規模な駅周辺で大規模開発が

行われ，駅がパンクすることが予想され

る．このような状況は，ケーススタディか

ら現実に起こる可能性があり，危険な状

況にならないように，事前に，駅へ与え

る負荷を検討し，駅改良や並行路線の

新駅整備等の対策を行うことが必要で

あると考える．

このように，都心駅周辺で急速に都市

開発が進展し，駅の混雑が激化してきた

が，筆者が調べた限り，次の同一方向列

車の開扉時に旅客の捌け残しが発生し

ている箇所は，9駅22箇所で発生してい

る．そのため，上記の駅の混雑問題は，

現実に生じており，普遍的な問題である

と認識した上で，激しい駅の混雑を発生

させないように，改善に向けた早急な対

策が必要であると考える．

6──現行制度の改善方策の提案

上記の検討を踏まえ，都心駅周辺の

急速な都市開発による鉄道駅の激しい

混雑を防ぐための改善方策のあり方を

提案する．具体的には，鉄道を取り巻く

関係主体が一体となった対策の必要性

について説明し，これを踏まえ，課題解

決に向けた改善方策の考え方と駅の混

雑を緩和させる施策について説明して

いる．

課題解決に向けた改善方策の考え方

は，予め，駅の最大捌け人数を認識し，

大規模開発マニュアルにおいて，鉄道に

与える影響を検討，都市側と鉄道側が

混雑対策を協議する場を設けることが

必要である．その結果，駅の最大捌け人

数を超えると予測された場合，まずは，

時差出勤を促す等のソフト的施策を講

じ，駅の最大捌け人数を超えないことを

目指す．次に，ソフト的施策では効果が

不十分で，抜本的な対策が必要な場合，

以下の2つの対応策を考える．1つは，

都市開発の許可を与えず，混雑を引き起

こさない地区での開発の再検討など，開

発計画自体の見直しを求める．もう1つ

は，都市開発に合わせて駅の施設容量
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4番線

2番線

1番線

3番線

階段：810人/ピーク1時間（19％） 階段：370人/ピーク1時間（88％）

北行方面

北行方面

南行方面

南行方面

ES：1,060人/ピーク1時間（50％）   

ES：1,550人/ピーク1時間（39％）   
階段：880人/ピーク1時間（2％） 階段：850人/ピーク1時間（70％）

降車用昇降施設の場合 （　）内の比率が100％になるまで許容

予め，各施設の処理余力等を把握　→最混雑箇所に着目

駅の最大捌け人数＝現況の乗降人員×260/230※
 ＝85,900×260/230＝97,100人/日
※230＝最混雑列車の実交通量の和，260＝再混雑列車の最大捌け人数

■図―7　駅の最大捌け人数の把握
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として，以下を考える

同様に
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発生集中交通量
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（H20年PT調査より）
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できるか？

新たな視点

駅アクセス交通手段選択モデルにより，
駅勢圏が重複する地区の利用者を割り振り

当該駅の
乗降人員 駅の最大捌け人数チェック

■図―8　大規模開発マニュアルを用いた駅への影響の評価方法
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を上げる方法（駅改良）を考える．

このうち，駅改良を行う際，多額の費

用を要するため，その財源確保がポイン

トになる．これに対して，駅改良による

受益者とその効果を整理し，受益者であ

る各主体（開発者，利用者，行政）から駅

改良費を負担してもらう方法について，

私見を述べている．なお，駅改良を実施

する際，各昇降施設の旅客流動の比率

が変化し，ボトルネックが変化する場合

もある．そのため，シミュレーションモデ

ル等を用いて，各昇降施設の旅客流動

を予測し，①これと駅施設の最大捌け

人数との比較をし，許容範囲内である

か，②また，駅施設の配置と各施設の容

量（最大捌け人数）とのバランスを見て，

駅施設の配置や駅施設の容量を上げる

検討が必要である．

■ コメントの概要

1──大規模都市開発に伴う発生交通量

対策

大規模都市開発による発生集中交通

量は非常に大きく，多くの開発は都心の

立地条件が良好な場所で行われる．し

かし，その場所は既に混雑し，バックグ

ランド交通量が大きい箇所に，さらに発

生集中交通量が上乗せされる問題が見

受けられる．ライフラインの場合，ある程

度増設は可能であるが，交通インフラ整

備の場合，増設や改良は難しい．そこに

大きな問題があると認識する．

第三の都市交通計画である関連交通

計画は，大規模都市開発における交通

面の整合性を確保するためのものであ

るが，法律上の明文規定はない．再開発

等促進区を定める地区計画（以下，再開

発地区計画）では制度的位置付けがあ

り，大規模開発マニュアルが用いられる

が，他の開発制度は地方自治体により運

用の差がある．関連交通計画は，対象

範囲が都市圏レベルの総合都市交通計

画，これと対比的な地区レベルの地区

交通計画の中間に位置する．

1989年まで，関連交通計画は，再開

発計画が出ると，プロジェクト毎に行政

指導を行っていた．そのため事業者は，

類似開発事例を実態調査し，プロジェク

ト毎に開発の原単位や交通手段分担率

を計算して計画書を作成していたが，そ

れでは大変だということもあり，統一的

な手法が要請され，1989年に関連交通

計画の手法を公表し，翌年に，それに用

いる原単位を公表した．原単位につい

ては，随時データが集まり次第改訂さ

れ，今後も修正されていくと思われる．

マニュアルの適用範囲は，容積率の

割増し等を伴う開発について，許認可段

階で交通上の事前評価を行うことがポ

イントである．周辺交通状況に与える影

響を広く把握するため，広範囲で行う．

その対象は，道路・交差点，近傍の鉄道

駅への歩行ルートであり，鉄道駅の中

は，はっきりと把握していない．このマ

ニュアルでは，業務系は2万m2以上，商

業系は1万m2以上を対象とし，ちょっと

した開発は，全てマニュアルの対象とな

る．計画プロセスは，四段階推計法を

採用し，発生集中交通量や分担率をど

のように設定するのかがポイントとなる．

マニュアルの適用は，公表後18年間

（2007年時点）で，政令市で約1,000件

の適用があり，既に定着している．マ

ニュアルを適用する制度は，市街地再開

発事業，再開発地区計画，特定街区，お

よび総合設計が対象である．特に東京

都では，建築基準法に基づく総合設計

についても相当な割合で対象とし，恐ら

く再開発事業の9割は，マニュアルの対

象になっていると見ている．

関連交通計画の適用事例として，恵比

寿ガーデンプレイスを挙げる．サッポロ

ビール（株），住宅・都市整備公団を開発

主体とし，ビール工場跡地を再開発によ

り，商業・住居地域に変更する計画で，

総合設計制度を適用した事例である．

この恵比寿ガーデンプレイスは，JR恵比

寿駅から約500m離れており，主要な幹

線道路からも遠く，山手線断面での横断

道路容量が不足している．そのため，開

発地関連の2本の幹線街路を公共側で

整備し，恵比寿駅から開発地までの動

く歩道や開発地内の1,900台分の駐車

場を開発者負担で整備した．これらを

含めた関連交通計画が開発構想と同時

に策定された．

2──都市基盤整備と受益者負担－大阪

地下鉄御堂筋線の事例－

受益者負担という考えは，戦前から

行われていた．その基本的考え方は，内

務省の初代都市計画課長の飯沼一省の

講演の中にあり，一般的（全市的）利益の

み発生する事業，例えば，大河川の架橋

等は全て一般財源で行うべきであり，特

別（局部的）利益しか発生しないもの，例

えば，地先道路等は全て受益者負担で

行い，その中間にある一般的利益と特別

利益が同時発生する場合は，一部を一

般財源，他は受益者負担で行うことが一

般的ではないかと述べている．

1919年の都市計画法（旧法）で受益

者負担金制度が創設され，主に戦前期

に普及し，多様な事業を対象としてきた

が，受益者負担に対する批判・訴訟は当

時からあった．1968年の都市計画法

（新法）でも受益者負担を可能とする規

定を継承しているが，利用されているの

は，下水道事業のみである．

戦前の都市基盤整備と受益者負担金

については，3つに時代区分ができ，第

1期は，都市基盤整備需要の拡大期

（1888年～）であり，インフラを整備し，地

価が増加した分を税金で徴収する土地

増加税の検討がされたが，最終的には，

貴族院の反対でつぶされた．第2期は，

受益者負担金導入期（1919年～1930

年）であり，都市計画法（旧法）の中に受

益者負担金が創設され普及した．第3

期は，受益者負担金衰退期（1930年～）

であり，反対運動の活性化や防空法が
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制定され，防空は国の事業であるから

国が費用を負担し，様 な々施設を整備

することとなったため，下火になったとい

う歴史をたどっている．

都市計画法（旧法）による受益者負担

金制度は，「都市計画事業ニ因リ著シク

利益ヲ受クル者ヲシテ其ノ受クル利益

ノ限度ニ於テ（中略）負担セシムルコト

ヲ得」と法第6条第2項に規定があり，現

行法の条文もほぼ同じである．旧法の

令第9条第4号（1919年）及び内務省令

28号（1920年）により，対象事業は大臣

に指定される．1つは，道路，広場の新

設構築，2つは，路面の改良，3つは，河

川，運河の新設，改修である．下水道と

高速鉄道は，後に別途省令を発出して

対象となった．受益者は，「付近ニ於テ

内務大臣ノ定ムル区画内ニ在ル有租地

ノ所有者等」と内務省令に書かれてい

る．1930年頃の適用都市を見ると，街路

新設構築が15都市（6大都市他9都市），

路面改良が大阪，神戸，名古屋，下水道

が東京，京都，大阪，東京府八王子町，

運河新設・河川改修が名古屋，東京，高

速鉄軌道が大阪など，様々な事業にま

たがっていた．受益者負担金額は，35

都市の予算計上額が当時の金額で9,074

千円，その半分以上を大阪市（5,422千

円）が占め，東京市（1,175千円）が続い

た．一般財源との関係で見ると一部補

填に過ぎなく，土木費の10％程度だっ

たと言われる．

御堂筋線の根拠となった法令は，

1930年内務省令第13号「大阪都市計画

事業高速度軌道建設受益者負担ニ関ス

ル件」である．この省令は，大阪市が原

案を作成して内務省に上申し，内務省が

修正して省令として発出した．この省令

は細則が必要で，1932年に大阪市告示

で施行細則が定められている．負担区

域は17駅周辺で，停車場出入口を中心

とした円周内の区域であり，中津，梅田

等9駅は，半径360m以内の地域，他の

3駅は540m以内，他の5駅は720m以

内となっている．受益者負担総額は事

業費の1/4（内務省令「工事費の1/3或

いは工事費の1/4」）であり，この総額を

先に決定し，負担者の負担額は，〔各駅

の負担区域の乗数（A）〕×〔駅出入口か

らの距離による乗数（B）〕×〔所有等に

かかる土地の面積〕（（A）17駅を4区分：

都心側から10，6，5，3，（B）同心円状に

4区分：内側から4，3，2，1）の式より個

人に割り振っている．

受益者負担金は，高速鉄道工事着手

の日から3年以内に分納となっている．

徴収実績は徴収予定額に対して35％，

しかも，1951年までかかっている．徴収

自体も大変で滞納が発生した．1933年

に，延納年期2ヵ年延長と延納金利息

を軽減している．それでも，1934年に，

受益者負担金に対して異議申立てが出

された．住民の主張は，①都市基盤整

備は一般財源を充当すべき，②地下鉄

工事による沿道住民の迷惑，③負担金

を無利息による長期分納を可能にすべ

きであった．

なお，大阪市原案は多少異なり，当時

開通したばかりの大阪鉄道及び新京阪

電鉄の大阪市内区間駅周辺の地価上昇

実績データを収集するとともに，ニュー

ヨーク市地下鉄の事例研究を参考に，

御堂筋線の駅周辺を甲乙丙の3つに分

け，甲地（都心商業地区）は150円/坪（地

下鉄道），乙地（他の商業地区・住宅地

区）は100円/坪（地下または高架），丙地

（未開発地）は50円/坪（高架鉄道）の地

価上昇とし，その1/10程度を徴収する

のが原案である．この考え方は，土地増

加税的な考え方で，「受益程度ヲ標準ト

シテ応分ノ金額ヲ提供セシメル」という

ものであり，先ほどの省令では，事業費

の何分の1と決めていて，考え方が異

なっている．そのあたりからみて，内務

省令が発出される間に様 な々協議が省

と市の間にあったのではないかと伺える．

地下鉄御堂筋線についてまとめると，

受益者負担導入を可能とした背景は，当

時の大阪都心部は，地下鉄開通による

駅周辺の土地増加が明確に期待し得た

ため，可能であった．また，大阪市が類

似事例研究を行っていたこと，都市計画

法による受益者負担の拡大期でもあっ

たこと，そして，最大の原動力は，当時の

関市長の強いリーダーシップがあったと

思う．受益者負担金の徴収困難の背景

は，事業に伴う受益の性格への疑問，他

事業による受益者負担金と重複，分納・

延納による徴収事務停滞，徴収長期化

や時代変化として戦争に突入してしまっ

たことなどが挙げられる．

一方，受益者負担による下水道整備

は，戦前から始まり，戦後に急速に普及

した．戦後に，トイレは水洗でないと嫌

だという急速に広まった風潮があった．

一方，東京湾等の閉鎖性水域汚染があ

り，その汚染原因は，垂れ流し糞尿だと

いうことから，下水道整備が急速に行わ

れる．1965年以降に下水道受益者負担

が急速に普及した理由はもう1つあり，

下水道受益者負担金制度を採用した自

治体に対して，国庫補助・起債許可を優

先的に考慮する方針があった．それに

より，下水道受益者負担金が広まった．

1970年代以降，訴訟も増加したが，最

終的には原告が敗訴する．受益者が明

確に特定されることが，恐らく一番大き

かったと思うが，①事業の性質，②特別

の利益の概念，③賦課基準（面積割等

への批判），④負担根拠の問題，⑤公租

公課との関係）の5つの争点があった．

今後，鉄道に対する受益者負担を考え

る際，上記と同様なことが出てくると思

われる．

3──地下鉄駅改築と再開発事業者負担

東京の六本木ヒルズ建設の際，既存

の地表歩道が狭いため，事業者の設定

する地下歩道を営団地下鉄日比谷線六

本木駅コンコース（広尾方）に直結し，再

開発事業者が負担した．再開発事業者

の負担は，ラッチ外コンコースの改築の
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全額，ラッチ内コンコースの改築やホー

ムへの接続通路・階段の改築の一部で

あった．上記ケースは，駅コンコース直

結の事例であり，原因者（または受益者）

が明確に特定できたため可能であっ

た．しかし，駅から離れた場合では，難

しいのではないかと思う．

■ 質疑応答

Q エスカレーターの最大捌け人数につ

いて，欠損交通量を確率的に与える

とあったが，もう1度説明して欲しい．

A 森田：渋滞発生時の一定流率となっ

た箇所で，欠損交通量がどれくらい

で，どれくらいの頻度で発生するのか

を実績から算出している．最大捌け

人数の余裕量を算出する際，欠損交

通量が，同様に平均発生頻度，平均欠

損交通量で発生すると仮定し，その分

を差し引いて計算を行っている．

Q 携帯電話を用いて旅客流動を計測

したと発表されていたが，携帯電話の

電波を受信して計測したのか？その方

法をもう少し説明して欲しい．

A 森田：携帯電話にマニュアルカウン

タの機能を付加し，これと携帯電話の

時刻機能を連動している．この機能を

用い，計測員が目視で旅客流動を計

測しており，電波は関係ない．

Q 森ビルの例のように，駅と直結した

ものであれば，受益者負担の可能性

があるという話があったが，御堂筋線

の例のような場合，どの程度の可能性

があるのか．また，上手く行うための

条件を教えて頂きたい．

A 矢島：受益が特定できるかが最大の

ポイントとなる．下水道の場合のように

水洗トイレにするためには，受益者負

担金を払っても仕方がないと，払う人

が思うかである．鉄道の場合，直結で

あれば仕方がない．しかし，御堂筋線

の事例で言うと，駅から360m離れて

いる人が払ってくれるかというと，納得

できるだろうか？また，現在は，既にビ

ルが建っていて，そこに人がいる．新

しい開発で後から来る人達だけが負

担することを説得しなければならない

難しさがある．開発事業者とキャッチ

ボールし，納得して頂ける制度でない

と，制度を利用してもらえないことに

なると思う．大規模開発マニュアルも

定着するかどうかを心配しながら導

入したが，開発事業者を交えて情報を

やり取りしながら少しずつ定着してき

た．発生集中原単位を改訂してきた

が，最初は少し大き過ぎではないかと

いうことで下げてきた実績もある．そ

ういう意味で，事業者とどういうライン

で納得できるのかが，制度を作る上

で大きなカギになると思う．

Q 駅改良は，金額だけでなく，物理

的・空間的に不可能な箇所がある．

いかに滞留スペースに滞留させるか

がポイントになると思う．ホーム上で

滞留すると，次の列車が到着時に危

険であるという報告があったが，コン

コース等で滞留し，階段に上がれな

い問題や，縦の動きでどこまで滞留を

許容できるのかもポイントになると思

う．また，六本木の森ビルの例では，

森ビルに向かうまでの広い歩道で調

整行動が行われ，広い歩道がないと，

改札を出るのに非常に問題となる．そ

のため，全部をこなすというよりは，そ

の様な問題が発生しないための整備

や金額，空間のあり方の検討が必要

かと思う．

A 森田：本報告は，あくまでホームの

昇降施設のみを対象としたが，同様の

検討をコンコースや改札外の昇降施

設，改札でも検討し，各駅施設がどれ

くらいまで耐えられるのか，空間とし

てどれだけ滞留できるのかを数字と

して把握しておく必要がある．その中

で，ボトルネックとなる箇所はどこで，そ

この改善ができるのかについて，検

討することを考える．

Q 都市開発の後追いで，駅改良が行

われることは，豊洲駅や勝どき駅で

あったが，今後，同様なことが起こら

ないようにするため，仕組み作りが必

要であると思う．開発側やそれを事

前にキャッチした行政側との連携と

いった仕組み作りについて，話をして

頂きたい．

A 森田：都市計画の規制緩和により，

急激に駅に負荷がかかる．このこと

を認識し，鉄道側や関係者が，どの駅

のどの施設が，どの程度の余力があ

るのかを数字として把握しておくこと

が必要である．そして，開発計画の事

前段階で，どのくらいの利用者が増加

するのかを検討し，これらの数字を基

に，都市側と鉄道側が協議し，本日報

告した様な混雑対策を行うことが大

切であると考える．つまり，大規模開

発マニュアルに鉄道を位置付け，事前

に都市側と鉄道側が協議する場を枠

組みとして設けることで，対処が可能

であると考える．

A 矢島：現在の日本の行政機構の中

では，鉄道事業者は国の監督下にあ

り，地方公共団体と直接のやり取りが

できる仕組みになっていない．そこに

基本的な難しさが存在することを認め

た上で，ゆるやかな協議の場を設ける

ことが重要であると思う．また，大規

模開発マニュアルの適用について，鉄

道への適用の詳細性が足りていない．

例えば，道路では，交差点の容量まで

計算することになっているが，鉄道利

用トリップについては，駅へ向かう

ルートの検討だけで，後は鉄道の中で

上手くやってくれるだろうと言う感じに

なっている．その箇所は，是正してい

かなければいけないと思う．

Q 島式ホームの場合，両方向から列
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ころがあるのか．

A 森田：ご指摘の現象を改善するため

に，鉄道事業者が駅改良を実施する

際，利用者から収受した運賃を原資

として，費用を支出することが考えら

れる．しかし，現在の運賃制度では，

人件費・経費に含まれる費目の中に

駅改良費は含まれていない．駅改良

等の設備投資を行うことによる運賃

原価への算定は，事業報酬，減価償

却費，諸税に反映されることとなるが，

現在の運賃制度が導入された後，消

費税上昇に伴う運賃改定，特特法に

伴う運賃改定以外は，運賃改定が行

われていない．そのため，近年，駅改

良を実施した鉄道事業者は，その費

用が事業報酬，減価償却費，諸税に

も反映されておらず，利潤の中から費

用を支出していると思われる．このよ

うな状況に加え，今後の人口減少に

伴い，将来の見通しが立たない中で，

駅改良を実施し，混雑緩和を図るた

めには，先ほどの特特法を活用する

方法や，総括原価に算入される費用

に，本来鉄道事業に必要な費用が含

まれているかなど，運賃制度の検証

についても今後検証が必要であると

考える．

（とりまとめ：森田泰智，最首博之）

までに，待ち行列が形成され，ある程

度，整流化されると考える．一方，本

日の報告内容は乗車用・降車用階段

が手すりにより分離されている場合

を想定した分析である．手すりがな

く，乗車客・降車客ともに多い乗換駅

の場合は，乗車客と降車客の錯綜等

により処理能力が低下する．そのた

め，錯綜による処理能力低下を考慮

し，その分を低減することで，最大捌

け人数の算出が可能であると考える．

なお，本研究は，平常時を想定したも

のであり，遅延発生時等の異常が発

生した場合は，別の影響が加わると

ともに，上記状態までを想定すると，

過大な駅施設となる．そのような場合

は，サービス水準の低下はやむを得

ず，安全確保を第一として，運行管理

上での対応が必要になると考える．

Q ピーク時の乗換駅では，利用者が

真っ向からぶつかり，目の前に列車が

到着してもほとんど進めないという大

変な混雑が起こっていることがある．

このような事例は，周辺の都市開発と

は無関係であるから，純粋に運賃，そ

の他で吸収して，鉄道事業者側で何

とかやってもらわなければならないと

考えるのか，それともそのようなケース

についても，本日の報告で示唆すると

車が来るケースがある．また，乗換駅

のような大規模駅の場合，上り・下りの

旅客が溜まって，先に進めない場合も

ある．そのため，安全係数なり余裕を

持っていないと，捌けきれないのでは

ないかという懸念がある．また，列車

が時間通りに到着すればよいが，ピー

ク時は，上下線が同時に到着してしま

う場合があり，そこで滞留が生み出さ

れ，旅客の移動速度が低下するので

はないかと考える．

A 森田：次の列車が開扉する時に，旅

客の捌け残しを発生させないことが

重要であるのは旅客流動が切れず，

後続列車で旅客の捌け残しが拡大す

ることにある．そのため，島式ホーム

の場合は，両方向（上下線）の列車を

ペアとし，次のペアの列車の開扉前に

旅客流動が切れれば，旅客の捌け残

しの拡大は起きない．また，島式ホー

ムの場合で，両方向の列車が同時に

開扉した場合は，両方向の列車が足

し合わされた1列車と見なし，次のペ

アの列車の開扉前に捌ければいいと

考える．つまり，上記より，相対式ホー

ムと同様な考え方が当てはまると考

える．ご指摘の上下線同時到着によ

る旅客の移動速度の低減は，ホーム

上で生じる現象であると考え，本研

究で対象とする昇降施設に到達する
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